
令和８年８月大雨災害からの迅速かつきめ細かな 

復旧・復興支援を求める意見書 

本県は、本年８月 29 日から 30 日にかけ、嶺北地方を中心に猛烈な雨に見舞われ、

レベル５大雨特別警報が発表された。県内５地点で 24 時間降水量が観測史上最大と

なり、道路、河川、鉄道等の公共施設、農地および農業施設、農作物、住家などに極

めて甚大な被害が発生している。また、店舗・事業所の浸水や設備の故障等により、

事業経営が困難になっているケースもあり、県民生活や地域経済に深刻な影響を及ぼ

している。  

被災地では復旧に向けた取組が進められているものの、その被害は広範囲に及んで

おり、被災者の生活再建や地域経済の回復に向けた支援に加え、再発防止に向けた総

合的な対策が強く求められている。県民が一日も早く安全・安心な日常生活を取り戻

すためにも、国による一層の支援が不可欠である。 

よって、国においては、被災地域の実情を踏まえ、次の事項について速やかに支援

措置を講じるよう強く求める。 

１ 北陸三県の大雨災害を激甚災害として、土木等を早期に指定するとともに、甚大

な被害が発生している河川や道路など公共土木施設等の災害復旧事業に必要な予

算を十分に確保し、迅速な災害査定と災害復旧事業に対する十分な財政支援を講じ

ること。 

２ 被災した農地や農業用施設、林道等の早期復旧に向け、十分な財政支援および迅

速な災害査定を実施するとともに、農林水産業者の事業継続と経営再建に向け、生

産施設や機械設備の整備に対する支援を強化すること。  

３ 浸水や設備故障により事業継続が困難となった事業者について、設備復旧に必要な

資金繰り支援を充実するとともに、配線・制御盤の高所化や防水設備等、将来の被害防

止に資する設備投資も支援対象とするなど、復旧のみならず再発防止まで見据えた支

援制度の拡充を図るとともに、小規模事業者・中小企業に幅広く支援が行き届く制度と

すること。また、被災事業者から排出される災害廃棄物の円滑な処理が図られるよう、

必要な予算を確保すること。 

４ 災害救助法に基づく住宅応急修理制度について、資材価格や人件費の高騰を踏ま

え、補助上限額の引上げなど制度の拡充を図り、被災者の生活再建を支援すること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。  
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